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1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態   

（地域特性） 

（地理的条件） 

本市は、紀伊半島の北西部に位置し、市のほぼ中心部を紀の川が東西に流れ、その堆

積物によってできた平野部を中心にまちが形成されている。北部は緑豊かな和泉山脈が

連なり、北西部から南部にかけては近年、観光客が増加している友ヶ島をはじめとした多

島海景観を有し、また環境や資源に配慮した伝統的漁法の「鯛の一本釣り」が行われてい

る紀淡海峡や２０１７度に日本遺産に選定された「絶景の宝庫和歌の浦」の一部である風

光明媚な和歌浦湾に面し、豊かな自然に恵まれている。総面積は、２０８.８４㎢。近畿自動

車道紀勢線、京奈和自動車道、第二阪和国道など広域幹線道路を含めた道路ネットワー

クのほか、鉄道はＪＲ阪和線・紀勢本線・和歌山線や南海電鉄本線・加太線・和歌山港線、

和歌山電鐵貴志川線が通っており、関西国際空港から最も近い県庁所在地である。また、

本市は、温暖で雨量が少ない、いわゆる瀬戸内海式気候帯に属しており、平均湿度も比較

的低いため、四季を通じて温暖な気候に恵まれている。 

 

（人口動態） 

国勢調査の結果によると、本市の人口は、１９８５年に４０１，３５２人とピークを迎えた

が、それ以降減少に転じ、２０１５年の国勢調査では３６４，１５４人となっている。 

出生数から死亡数を引いた自然増減は、２００３年に自然減に転じて以降、減少幅が拡

大傾向にある。一方で、転入から転出を引いた社会増減は、社会減の状態が続いているも

のの、２００９年以降、減少幅が縮小傾向にある。 

年齢区分別では、１９８５年と比べ、年少人口が半分程度まで減少している一方、老年人

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  

和歌山市 

和歌山市 
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口は２倍を超える増加となっており、人口減少とともに少子高齢化が進んでいる。また、生

産年齢人口は１９９０年をピークに年々減少を続けており、人口に占める割合も約６割まで

低下している。 

将来人口についても、国立社会保障人口問題研究所の２０１８年推計によると、２０４５

年には、本市人口は２９６，５７７人になることが推計されている。 

和歌山市の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国勢調査 

（産業構造） 

本市は、戦前から地場産業（繊維、捺染、皮革、化学、木工など）が発展するとともに、

「ぶらくり丁」に代表する商店街が市民の消費を支えてきた。戦後、本市の産業は鉄鋼、化

学などの重化学工業が先導的な役割を担い、飛躍的に発展した。１９８２年以降は、製造

業の事業所数が減少を続け、経済の低迷が見られたが、近年では、技術力や開発力に優

れた企業の成長や輸出企業の業績改善に加え、国内外からの観光客増加による観光消

費の拡大が見られるほか、第二阪和国道、京奈和自動車道や和歌山南スマートインター

チェンジなどの道路整備の進展によるアクセス性の飛躍的な向上などによって、企業競争

力の強化、企業立地の推進などが期待されている。 

また、本市の漁業は高齢化と後継者不足が問題となっているが、シラス、アシアカエビ、

真鯛などの特産物があり、特に加太の真鯛はプレミア和歌山に認定されるなど、６次産業

化や関連する飲食などのサービス産業の高付加価値化にもつながる大きなポテンシャル

を抱えている。 
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和歌山市の業種別市内総生産の特化係数（対全国・対和歌山県）［2014(H26)年度］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山県「市町村民経済計算」 

（地域資源） 

本市は、史跡和歌山城、日本遺産に認定された名勝和歌の浦、日本のアマルフィとも呼

ばれる雑賀崎、万葉の時代から「潟見の浦」と詠まれていた景勝地で、大宝２年（７０２年）

に、都から紀伊を通り淡路へといたる南海道の加太駅が置かれて以来、紀淡海峡の海上

交通の基点として発展してきた歴史や魅力的なまちなみ、環境・資源に配慮した漁法など

が評価され、東京大学が地域課題モデルの研究拠点として常駐型の研究分室を設置した

加太、友ヶ島、和歌山の豊富な果樹栽培を支え地域の原風景でもある紀の川など、歴史・

文化資産や豊かな自然に恵まれ、市民の文化的で心豊かな生活を支えるとともに、本市を

訪れる観光客にとって魅力的なものとなっている。 

そのほか、主な観光地として、紀三井寺、マリーナシティや５つの海水浴場（片男波・磯

の浦・加太・浪早・浜の宮）を有し、良質な温泉も湧き出ている。新生姜、タケノコ、大根、
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鯛、しらす、アシアカエビなどの特産品や和歌山ラーメン、茶がゆ、わかやまポンチなど食

の文化も豊富である。また、加太浦は、紀淡海峡の早い潮目の影響によって発達した高い

漁業技術を有し、中でも「鯛の一本釣り」やわかめの採集が盛んに行われ、奈良時代から

平安時代にかけては、加太の海女が採った水産物が大嘗祭に献上されるなど高い評価を

得ていた。 

 

〈本市の強み〉 

◆多極型のコンパクトシティ＋ネットワーク 

立地適正化計画を含め都市計画マスタープランでは、持続可能なまちの姿として、本市

の特性に合わせ、駅や公共施設等の地域拠点となるエリアを設定し、「歩いて暮らせるま

ち」を多極的に形成し、それらを交通ネットワークで結ぶコンパクトシティづくりに取り組んで

おり、公的不動産の跡地等の都市機能集約に資する活用や郊外の開発規制の強化、リノ

ベーションまちづくりの進展、都市再生推進法人制度の導入等による官民連携等が評価さ

れ、２０１７年には「コンパクトシティ形成支援チーム」により「モデル都市」１０市に選定さ

れ、２０１８年には「地方再生コンパクトシティ」のモデル都市として選定された。 

◆東京大学と連携したまちづくり 

本市では、「東京大学総合図書館新館」や「変なホテル」の建築設計で実績のある東京

大学の川添研究室が、加太地区にある空き家を改修した常駐型の研究拠点を設置し、空

き家再生を含めた移住・定住につながる研究を実施するなど、古いまちなみを生かしたま

ちづくりや都市の魅力化に取り組むとともに、本市とのプロジェクトチームや市と地域メンバ

ーとの連携会議、地域活性化協議会への参画、大学院生等による調査研究などに基づい

た具体的な施策を提言する取組を進めている。 

◆リノベーションまちづくり 

本市では、増え続けている和歌山市中心部の遊休不動産を再生・活用して、機能や性

能を向上させ、生まれ変わった遊休不動産を核に、まちに雇用と産業を生み出しエリアの

魅力を高めることを目的に、官民連携のもと、リノベーションによるまちづくりに取り組んで

いる。 

遊休不動産の再生とまちづくりの担い手育成を図るための短期集中合宿「リノベーション

スクール」の開催や、２０１７年３月に策定した「わかやまリノベーション推進指針」に掲載し

た事業の検討・実施を進めており、リノベーションスクールの提案の事業化が７件、その他

の物件でスクール受講生が携わり事業化されたものが１１件あり、まちなかのコンテンツが

充実し、さらに、同スクールへの参加を機に経済活動の中で空き家問題等の解決に取り組

む家守会社が数多く誕生している。 

 

 

 



6 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆まちづくりを担う民間人材が多数存在 

地域のまちづくり活動を展開している NPO 法人やまちなかの遊休不動産をリノベーショ

ンするまちづくり会社など、和歌山市のまちづくり団体の活動は全国的に注目されている。 

それらの団体をまちづくりの担い手として公的な位置付けを与え、さらに官民協働まちづ

くりをリードできるよう都市再生特別措置法に基づく「都市再生推進法人」に指定しており、

和歌山市の都市再生推進法人指定団体数は国内トップの９団体であり、まちづくりを担う

民間人材が多数存在している。 

また、加太においては２０１５年に加太連合自治会、加太漁協、加太観光協会により、

「加太まちづくり株式会社」が設立され、住民主体の地域課題の解決など、地域経営の検

討や地域の合議機関としての調整役などを果たしている。 

◆大学の誘致 

本市では、長年の課題であった若年層の市外への流出抑制やまちなかの賑わいの創

出を図るため、小中学校再編によるまちなかの学校跡地を活用し、専門性の高い３大学の

誘致を実現した。 

専門性の高い大学を誘致することで、学生が本市で学び、就職するという「地学地就」を

実現するとともに、学生が地域の方々と交流することで、本市への愛着が定住へとつなが

り、それらが様々な分野への波及効果を生み、まち全体が活性化することを目指している。 

◆豊かな自然環境と都会的な暮らしが調和したまち 

本市は、海、山、川に囲まれた豊かな自然環境に恵まれており、市内に５つある海水浴

場をはじめ、これらの自然環境を利用したマリンレジャーが盛んに行われている。 

一方、関西国際空港から車で約４０分の立地にある県庁所在都市であり、一定規模の

都市機能が集積しており、豊かな自然環境と都会的な暮らしが調和した質の高い生活を営
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むことができる。 

 

（今後取り組む課題） 

〈本市の弱み〉 

◆生産年齢人口、特に若年人口の減少 

和歌山市の人口は１９８５年頃をピークにその後減少し、少子高齢化に加え、就職、進学

を契機とした若年層の市外への転出により、２０１５年の国勢調査時点では約３６万人まで

減少している。そして、２０３５年には約３０万人まで減少すると予測されている。特に加太

地区の人口は、１９９０年に４,８９６人であったが、現在に至るまで減少の一途をたどり、２０

１５年には２,８８７人となるなど、１９９０年比で５８.９％（４１.１％減）となり市内全域での減少

率（８.２％）と比較しても、人口減少がもっとも顕著なエリアのひとつとなっている。 

また、和歌山市の高齢化率の状況は、１９９０年以降、全国平均に比べ高く、２０１５年で

２９．３％となっており、特に加太・雑賀崎など郊外の漁村エリアでは、４５％近くなるなど、

その他のエリアと比較して高い状況であり、若年人口の減少が喫緊の課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ＤＩＤの拡大 

本市では、これまで人口が減少する中で、市街化調整区域を含めた郊外での開発が進

み、市街地が拡大してきた。とりわけ人口集中地区（DID）に関しては、面積が拡大する一

方、その中の人口密度は低下している。特に中心市街地における人口の減少が著しく、こ

のまま人口減少が進むと、空洞化が進行し、まちの賑わいがますます失われることが懸念

される。 

◆低いサービス業の労働生産性 



8 
 

本市のサービス産業の労働生産性は、全国水準を下回っている。これは、サービス産業

の主要産業である「卸売業，小売業」、「医療，福祉」の労働生産性の低さが大きな要因

で、「宿泊業，飲食サービス業」は、サービス産業の中で最も労働生産性が低くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆中心市街地の空洞化 

１９８５年から２０１５年の間の人口の増減は、市中心部で減少し、内陸部の郊外部で人

口が増加している傾向がみられる。 

２０３５年には中心市街地の人口密度は４０人/ha を下回る可能性があると予測されてい

る。また、中心市街地では低未利用地が多く発生し、空洞化が進行している。 

◆遊休ストックの増加 

近年、地域における人口及び世帯数の減少や既存の住宅・建築物の老朽化に伴い、居

住その他の使用がされていない「空き家等」が年々増加してきている。和歌山市において

も、２０１３年の住宅・土地統計調査による空き家率は、１５．８％と、全国の空き家率１３．

５％と比べて高い割合となっており、特に周辺の漁業集落である加太・雑賀崎・田野で高い

空き家率が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遊休不動産・駐車場・空き地等の調査【H26 年度和歌山市調査（※本調査は市中心部）】 



9 
 

◆コミュニティの希薄化 

自治会をはじめとする地域コミュニティは、これまで住民同士の助け合いのほか、文化・

伝統の継承、まちづくりの推進など、重要な役割を果たしてきたが、近年、自治会への加入

者数が減少するなど、人と人とのつながりは希薄化している。 

◆生活排水対策 

汚水処理人口普及率は年々増加しているものの、全国と比較するといまだ低位にとどま

っている。公共下水道の整備や適切な維持管理に努めるとともに、合併処理浄化槽の設

置を積極的に進めるなど、更なる生活排水処理の適正化に取り組む必要がある。 

 

（今後の必要とされる取組） 

リノベーションまちづくり先進市としての認知度を生かして、まちなかでの建築物のリノベ

ーションにとどまらず、加太、和歌浦など郊外の漁村エリアにおいても、経済、社会、環境な

ど、まちを構成する要素の再構築に取り組み、市全体としての持続可能な社会を目指す。 

 

（２）2030 年のあるべき姿   

【2030 年のあるべき姿】 

持続可能な海社会を実現するリノベーション先進都市 

 

１ 世界が注目する都市機能と自然環境の最適調和都市 

商業や医療をはじめとする都市機能と豊かな自然環境や歴史的・文化的資源の保全が

図られ、都市機能と自然環境が調和した暮らしたいまちとして世界から注目を集める都市

となっている。また、多極型のコンパクトなまちづくりが進められ、高齢者をはじめとする全

ての人の移動手段が確保されている。 

 

２ 心地よいコミュニティの中で送る豊かな暮らし 

若者から高齢者まで全ての人が地域のまちづくりに積極的に取り組み、市内各地で地

域特性を生かした住民主体のまちづくりが進められている。自主的に取組を行うグループ

が増加し高齢者への支援を担うなど、自律的で良好なコミュニティが形成されている。 

 

３ リノベーション先進都市における域内経済好循環の実現 

民間不動産に加え、公園をはじめとした公共不動産の質の高いリノベーションも進み、ま

ちなかを中心に賑わいが取り戻されるとともに魅力的なコンテンツが集積し、新たな都市型

産業の振興に成功している。また、漁業エリアなどの郊外部においてもその地域特性を生

かした古民家再生が進むなど、地域資源を活用した経済循環が生まれている。 
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４ 地域人材が活躍する実践教育の確立による多様な人材の育成 

研究者や実業家をはじめ、地域で活躍する大人を講師として実践的なプロジェクトに携

わる機会が提供される実践型の教育が確立・普及され、地域の将来を担う起業家等の多

様な人材育成が進んでいる。 

 

５ 海をはじめとする豊かな自然に触れられる快適なまち 

河川の水質向上や伝統的漁法の伝承による持続可能な漁業の推進などの取組を通し

て、海をはじめとする本市の豊かな自然環境に磨きがかかるとともに、住民や事業者の環

境意識も向上し、環境配慮型都市としてのブランドが定着している。 
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（３）2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット  

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

８．１ 指標：市内総生産 

現在（2015 年度）： 

16,875 億円 

2030 年： 

16,875 億円（現状維持） 

 

８．２ 指標：サービス産業の労働生産性 

現在（2016 年度）： 

413 万円／人 

（全国平均は 499 万円／人） 

2030 年： 

全国平均を目指す 

 

８．３ 指標：創業件数 

現在（2017 年度）： 

114 件 

2030 年： 

2030 年までに累計 748 件 

 

８．９ 指標：観光消費額 

現在（2017 年度）： 

46,407 百万円 

2030 年： 

52,870 百万円 

 

８．９ 指標：年間宿泊客数 

現在（2017 年度）： 

839 千人泊 

2030 年： 

1,110 千人泊 

 

１１．３ 指標：リノベーション実事業化物件数（累計） 

現在（2017 年度末時点）： 

17 件 

 

2030 年： 

100 件 

 １１．３ 指標：まちなか居住人口の比率 

現在（2017 年度末時点）： 

8.8% 

2030 年： 

9.4% 

 

市全体としては人口減少が見込まれる中、都市機能が集まるまちなかエリアでは都市

全体のリノベーションに取り組み魅力的なコンテンツを充実させることで、賑わい溢れるま

ちとする。また、リノベーション先進地としてのブランドを定着させることで国内外から若手

の起業家やクリエイターを集め、高付加価値の新産業を集積させることで、市内産業の生

産性を高めていく。 

郊外の漁村エリアである加太地区では、無人島「友ヶ島」のリノベーション等により持ち

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 

アイコン
をここに

貼り付け 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 
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前の自然環境や歴史・文化資源に一層磨きをかけ体験型の観光産業を確立する。「友ヶ

島」を訪れる観光客からの資金を更なる整備や環境保全に取り組む仕組みを構築するな

ど、持続可能で自律的な観光モデルを構築する。 

これらにより市全体として、地域資源を生かした経済好循環を創出する。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

４．７ 指標：高校生の市内就職率 

現在（2017 年度）： 

83.9% 

2030 年： 

91.3% 

 

１１．２ 指標：市内公共交通機関の年間輸送人数 

現在（2017 年度）： 

29,521 千人 

2030 年： 

30,761 千人 

 

１１．７ 指標：高齢者が住み慣れた地域で充実した生活を送れていると思

っている市民の割合（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

57.1％ 

2030 年： 

60.5% 

 １２．８ 指標：ボランティア登録団体数 

現在（2017 年度）： 

381 団体 

2030 年： 

433 団体 

 

１２．８ 指標：地域住民によるまちづくり活動やふれあい活動に対する市

民満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

7.5% 

2030 年： 

22.9% 

 

商業や医療をはじめとする都市機能をまちなかに集積させ、郊外部では拠点ごとに生活

機能を集約することで多極型コンパクトシティを形成する。各拠点間をデマンドタクシーや

新交通システムでつなぐことにより、全ての人が自由に移動できる環境を保証する。 

また、若者・子供たちに対して実践型の教育プログラムを提供し、最新技術を活用した

遠隔教育等も導入しながら、将来的には地域を担う起業家やクリエーターとして活躍できる

人材の育成に取り組む。結果として、若者から高齢者まで全ての世代が主体的にまちに関

わり、各地で住民主体のまちづくり活動が展開されている姿を目指す。 

 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに

貼り付け 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに

貼り付け 
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（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

６．３ 指標：海・山・川などの豊かな自然環境に対する市民満足度（市政

世論調査） 

現在（2017 年度）： 

60.7% 

2030 年： 

63.6% 

 １１．４ 指標： まちなみの美しさに対する市民満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

26.7% 

2030 年： 

37% 

 

１４．２ 指標：漁獲量 

現在（2017 年度）： 

532.5t 

2030 年： 

532.5t（現状維持） 

 

古くから行われてきた「鯛の一本釣り」に代表される持続可能な水産資源の活用を発展

させるとともに、東京大学をはじめとする最先端の研究成果や科学技術も導入しながら、

環境と産業の両面から持続可能な海づくりに取り組む。また、市街地の河川についても他

市町村と連携して水質改善に取り組み、水環境や歴史的風景の保全に取り組む。 

 

 

 

  

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 
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1.2 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

   ※ＳＤＧｓ未来都市選定後の３年間（2019～2021 年度）に実施する取組を記載す

ること。 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

① リノベーションまちづくりを核としたまちなかの魅力向上 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

８．３ 指標：創業件数 

現在（2017 年度）： 

114 件 

2021 年： 

2021 年度までの３年間で 

累計 204 件 

 １１．３ 指標：まちなか居住人口の比率 

現在（2017 年度末時点）： 

8.8% 

2021 年： 

9.1% 

 

１１．３ 指標：リノベーション実事業化物件数（累計） 

現在（2017 年度末時点）： 

17 件 

2021 年： 

25 件 

中心核であるまちなかでは、これまで実施してきたリノベーションまちづくりをさらに推進

し、魅力的なコンテンツ集積を図るとともに、公共空間の積極的な民間活用を図ることでま

ちなかエリアのプレゼンスを高め、まちなか居住を促進するなど、コンパクトシティを強力に

推進する。 

また、小中学校再編によるまちなかの学校跡地を活用し、専門性の高い３大学の誘致を

実現したことを踏まえ、学生と地域を繋げるプラットフォーム機能を持たせた地域連携拠点

を整備するなど、地域・NPO・学生等の多様な主体の連携・交流を促進し、地域活性化を

図る。 

【主な事業（各事業内容は「２．自治体 SDGs モデル事業」に記載。）】 

・民間主導のまちなかの公園利活用とフリンジ駐車場化 

・まちなかにおける水辺の賑わい創出 

・公共交通事業者の地域活性化の取組 

・まちなかにおける学生と地域の連携拠点の整備 

・ローカルスマート交通の構築 

・社会的投資に結び付けるための仕組みづくり 

 

 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに

貼り付け 
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② 郊外漁村エリアの持続可能な地域づくり 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

１１．７ 指標：高齢者が住み慣れた地域で充実した生活を送れていると思

っている市民の割合（市政世論調査）  

現在（2017 年度）： 

57.1％ 

2021 年： 

58.5% 

 

１２．８ 指標：地域住民によるまちづくり活動やふれあい活動に対する市民

満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

7.5% 

2021 年： 

16.4% 

 

１４．２ 指標：漁獲量 

現在（2017 年度）： 

532.5t 

2021 年： 

532.5t（現状維持） 

少子高齢化や空き家増加が特に進んでいる郊外漁村エリアでは、大学等と連携した住

民主体の地域づくりを進める。 

海をはじめとした恵まれた自然環境や歴史遺産に磨きをかけ次世代に継承するととも

に、独自の生活文化などの日常の豊かさを再評価していくことで、観光地としての魅力向

上を図ることはもちろんのこと、この地のライフスタイルの価値を向上させることで多様な人

材の流入につなげ、持続可能なエリアとして再生する。 

【主な事業（各事業内容は「２．自治体 SDGs モデル事業」に記載。）】 

・友ヶ島への更なる誘客化 

・東京大学の常駐型研究拠点「加太分室地域ラボ」の設置及び加太まちづくり株式会社 

との連携 

・漁村エリアにおける空き家を活用した地域交流拠点の形成 

・ローカルスマート交通の構築（再掲） 

・持続可能な海づくりのための森づくり 

・住民組織と連携した歴史遺産の次世代への継承 

・友ヶ島活用グランドデザインの策定 

・東京大学と連携した持続可能な海社会の実現 

・産官学の連携強化のための仕組みづくり 

 

 

 

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 
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③ 持続可能な都市づくりのための人材育成 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

４．７ 指標：高校生の市内就職率 

現在（2017 年度）： 

83.9% 

2021 年： 

91.3% 

 １２．８ 指標：ボランティア登録団体数 

現在（2017 年度）： 

381 団体 

2021 年： 

392 団体 

これからの成熟した縮小時代には、いかにして経済発展と社会的課題の解決を両立し

ていくかが重要であり、持続可能な地域を形成するには、パブリックマインドのある自立し

た民間プレイヤーの存在が必要不可欠といえる。この点、本市においては、リノベーション

まちづくりの過程でこれらの人材を多く見いだしてきたが、継続的にまちにイノベーションを

起こすには、将来のまちづくりを担う子供達に対する人材育成のあり方が極めて重要とな

る。本市では、地域の実業家等がその思いやノウハウを子供達に直接伝える機会を創出

するなど、未来の地域づくりを担う人材に対する SDGs の視点からの人材育成を推進す

る。 

【主な事業（各事業内容は「２．自治体 SDGs モデル事業」に記載。）】 

・SDGs に関する教育と人材の育成 

・産官学の連携強化のための仕組みづくり（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アイコン

をここに
貼り付け 
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（２）情報発信   

（域内向け） 

本市では、２０１８年度において、堺市（大阪府）・徳島市（徳島県）・神戸市

（兵庫県）及び甲南大学（神戸市）・朝日新聞社と連携し、それぞれの都市の高校生

を参加者としてＳＤＧｓをテーマとしたワークショップを開催し、その様子を新聞紙

上で紹介する取組を実施した。この取組を今後も継続していく。 

併せて、市政月報やホームページなど市が保有する各種情報媒体及び、地元のテ

レビ局、ラジオ局を十分に活用するなど、様々な情報媒体・機会を利用して、市民

や市内事業者に対してＳＤＧｓに関する理解促進に向けた情報発信を行う。 

（域外向け（国内）） 

本市では、２０１８度において、堺市（大阪府）・徳島市（徳島県）・神戸市（兵

庫県）及び甲南大学（神戸市）・朝日新聞社と連携し、ＳＤＧｓをテーマとしたワーク

ショップを開催し、その様子を新聞紙上で紹介する取組を実施した。この取組を今

後も継続していく。また、東京大学の常駐型研究拠点「加太分室地域ラボ」は東京

大学未来社会協創推進本部によるＳＤＧｓに関連するプロジェクトを認定するＦＳＩ

制度への登録を予定しており、登録された際は、東京大学によっても周知が図られ

る予定である。 

（海外向け）  

本市の姉妹都市であるベイカースフィールド市（アメリカ）、リッチモンド市（カ

ナダ）、済州市（韓国）、また友好都市である済南市（中国）に対して、従来の交流

に加え、各都市に和歌山市のＰＲブース等の設置を依頼し、ＳＤＧｓを含む本市の取

組について積極的にＰＲする。併せて、近年、新たな交流が進みつつある台北市

（台湾）やアマルフィ市（イタリア）においても同様の取組を行う。 

（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

本市においては、これまでも周辺の海南市・紀の川市・岩出市・紀美野町と連携

し、共通の行政課題等について研究している。この中で、ＳＤＧｓにつながる取組に

ついて連携を強化していく。 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開策） 

 コンパクトシティ政策を進めるにあたり、立地適正化計画の策定といったベース

となる取組に加え、中心部では小中学校の再編により生じた空きスペースへの大学

誘致を中心としたまちなかエリアの魅力向上、また郊外では東京大学と連携して取

り組んでいる居住誘導区域に位置付けられている漁村エリアの再生といった、本市

オリジナルの取組について積極的に情報発信することにより、同様の課題を抱える

自治体への普及展開を行う。 
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1.3 推進体制 

 

（１）各種計画への反映 

１．和歌山市長期総合計画 

ＳＤＧｓ実施指針と同趣旨の内容を各種政策・施策に盛り込んでおり、引き続き本市の地

域特性や強みを生かしながら、持続可能な社会の実現に重点的に取り組んでいる。 

 

２．和歌山市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

２０１５年１０月策定の和歌山市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基本目標を定め、ＳＤ

Ｇｓの実施指針と合致する取組を推進するとともに、２０１９年度から次期改訂に向けた検

討を進める中で、ＳＤＧｓ推進に向けて市全体で積極的に取り組んでいく。 

 

３．和歌山市環境基本計画 

２０１８年２月策定の第３次和歌山市環境基本計画において、２０２６年度までの長期的

目標を定め、SDGｓと合致する施策を進めている。 

 

４．その他 

２０１９年度以降に策定する各種個別計画等に関し、ＳＤＧｓの実施指針の要素を反映し

ていく。 

（２）行政体内部の執行体制 

全局長が参加し、市政運営の基本方針及び重要施策に関し、各部局間の総合調整を行

うための「政策調整会議」において、各部局が連携し、全庁一丸となって SDGｓ達成に向け

た取組を推進する。 

本市における SDGｓ達成に向けた取組を強化するため、市長直轄の組織である政策調

整課において、政策調整会議の運営や庁内関係課との総合調整を行うほか、企画課にお

いては市の関連施策の進捗管理等を行う。 

 また、進捗管理については、外部有識者で構成する会議において、事業執行状況につい

ての点検及び評価について調査審議し、改善点を踏まえて次年度の事業手法を改良する

こととする。 
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【体制図のイメージ】 

 
（３）ステークホルダーとの連携   

１．域内外の主体 

地方都市で共通の課題となっている歴史ある集落の維持・再生に向けて、東京大学や

地元住民等で構成される加太まちづくり株式会社など多様な主体と連携し環境面や経済

面も念頭に置きつつ、空き家の利活用策の検討・実証など様々な取組を行う。 

また、まちなかエリアを中心に、都市再生推進法人として認定を受けている市内のまち

づくり会社等と連携し、リノベーションを通じた空き物件の活用とエリアの再生に取り組む。 

 

２．国内の自治体 

 本市では、堺市（大阪府）・徳島市（徳島県）・神戸市（兵庫県）と連携し、それぞれの都市

の高校生の参加を得て、ＳＤＧｓをテーマとしてワークショップ等の開催に取り組む。 

 また、本市周辺に位置する海南市・紀の川市・岩出市・紀美野町の３市１町とも、ＳＤＧｓ

に資する取組に関して連携を強化していく。 

 

３．海外の主体 

 本市の姉妹都市であるベイカースフィールド市（アメリカ）、リッチモンド市（カナダ）、済州

市（韓国）、また友好都市である済南市（中国）に対し、ＳＤＧｓに関しても、ともに取り組んで

いくよう働きかけ、連携を強化する。併せて、近年、新たな交流が進みつつある台北市（台

湾）やアマルフィ市（イタリア）においても同様の取組を行う。 

 

和歌山市長（全体統括） 

政策調整会議 

副市長 

公営企業管理者、教育長、市長公室長、総務局長、危機管理局長、財政

局長、市民環境局長、健康局長、福祉局長、産業交流局長、都市建設局

長、保健所長、会計管理者、企業局長、消防局長、教育局長 

ＳＤＧｓ推進に当たっての 
各局間の総合調整 

※各局におけるＳＤＧｓを踏まえた取組の推進 
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2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

「海をはじめとした自然環境を含むまち全体のリノベーションによる持続可能な地域社会

づくり」 

 

（課題・目標設定） 

 ゴール４  ターゲット７ 

 ゴール６  ターゲット３ 

 ゴール８  ターゲット１，２，３，９ 

 ゴール１１ ターゲット２，３，４，７ 

 ゴール１２ ターゲット８ 

 ゴール１４ ターゲット２ 

 

 教育、水環境、産業をはじめとする様々な角度からまち全体のリノベーションに取

り組み、本市の豊かな地域資源をさらに磨きつつ次世代へと引き継いでいく。 

 

（取組の概要） 

本市では、コンパクトシティ政策及びリノベーションまちづくりを推進してきた結果、まちな

かに多くのコンテンツ集積が図られるとともに、まちづくりを担う多くの民間人材が発掘・育

成され、他都市からもリノベーション先進市として認知されている。 

この点、リノベーションを「今あるものを生かしてその価値を高める」と広義に解釈し、教

育環境や自然環境等のまちを構成する様々な要素のリノベーションを進めるとともに、まち

なかにおける成果・ノウハウを特に人口減少・高齢化の進む郊外部の漁村エリアに横展開

し、東京大学等と連携した上で、そのエリア独自の資源に磨きをかけ、全体として持続可能

な都市を目指す。 

具体的には、経済面では都市再生推進法人などの民主導による公共空間再生などの

取組、社会面では東京大学と連携した加太エリアにおける地域の持続性を高める集落再

生研究などの取組、環境面ではエリア価値向上にもつながるまちなかを流れる河川の水

質や持続可能な海づくりのための森づくりなどの取組とともに、三側面をつなぐ統合的取

組として、漁村エリアの加太地区における持続可能なまちづくりのための取組を中心に一

連のプロジェクトを展開し、都市としての持続性を高めていく。 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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（２）三側面の取組  

 

① 経済面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

８．１ 指標：市内総生産 

現在（2015 年度）： 

16,875 億円 

2021 年： 

16,875 億円（現状維持） 

 

８．２ 指標：サービス産業の労働生産性 

現在（2016 年度）： 

413 万円／人 

（全国平均は 499 万円／人） 

2021 年： 

全国平均を目指す 

 

８．３ 指標：創業件数 

現在（2017 年度）： 

114 件 

2021 年： 

2021 年度までの３年間で 

累計 204 件 

 

８．９ 指標：観光消費額 

現在（2017 年度）： 

46,407 百万円 

2021 年： 

51,077 百万円 

 

８．９ 指標：年間宿泊客数 

現在（2017 年度）： 

839 千人泊 

2021 年： 

1,050 千人泊 

 

１１．３ 指標：リノベーション実事業化物件数（累計） 

現在（2017 年度末時点）： 

17 件 

2021 年： 

25 件 

 １１．３ 指標：まちなか居住人口の比率 

現在（2017 年度末時点）： 

8.8% 

2021 年： 

9.1% 

 

２０１３年からリノベーションまちづくりに取り組んできた本市では、２０１４年から２０１８年

の間に７回のリノベーションスクールを実施したほか、２０１７年には実際にリノベーションま

ちづくりを推進する主体となる多様な民間プレイヤー参画のもと、「わかやまリノベーション

推進指針」を策定した。 

この結果、まちなかには、リノベーションスクールに提供された物件が実事業化されたも

アイコン

をここに
貼り付け 

アイコン
をここに
貼り付け 
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貼り付け 

アイコン
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のが７件、スクール受講生が携わったものが１１件と合わせて１８件の新たなリノベーション

プロジェクトが集積することとなった。また、事業を推進するまちづくり会社が６社誕生し、民

間主導によるリノベーションまちづくりが着実に進み、全国からリノベーション先進都市とし

て認知されるに至った。 

民間不動産の活用を行う「小さなリノベーション」は、一定の進展を見せてきたことから、

今後は、「大きなリノベーション」と言われる公共空間の利活用に重点を置き、更なるリノベ

ーションまちづくりを推進していく。 

 

①－１ 公共施設の再編整備などによるまちなかの拠点整備 

民間主導のまちなかの公園利活用とフリンジ駐車場化 

市営駐車場を周縁駐車場として、それぞれの利便性を高め、まちなかに歩行者中心の

空間を創出するため、休止されていた本町地下駐車場の再開を進めるとともに、民間活用

を図りながら本町公園の整備を実施する。 

まちなかにおける水辺の賑わい創出 

まちなかには和歌山城の外堀にあたる市堀川が流れており、この川はリノベーションま

ちづくりでも注目され、実際に実案件化された物件のほとんどはこの川の周辺に立地して

いる。これに連動する形で、和歌山市でも水辺を生かしたまちづくりを推進し、官民連携の

もと、水辺の利活用について考える機会等を創出してきたところである。今後も継続して水

辺のイルミネーションを実施し、滞留時間の延長や回遊性の向上を図るほか、水辺に親し

めるオープンスペースとして親水公園を整備するとともに、水辺に立地する遊休公共施設

ではあるものの建物の秀逸さ等からキラーコンテンツとされている寄合町分室の民間活用

を進める。 

①－２ 公共交通事業者の地域活性化の取組 

本市には、まちなかと加太を結ぶ公共交通事業者である「南海電気鉄道株式会社」によ

る沿線活性化の取組が盛んであり、加太線の愛称を「加太さかな線」とし、鯛をモチーフに

したラッピング電車「めでたいでんしゃ」を走らせ、「めでたいでんしゃ」の結婚式などのプロ

モーションを行っている。本市とは協定を締結しており、加太における空家再生や起業促進

を目的としたリノベーションスクールを共催するなど連携して地域活性化を推進していく。 

①－３ 友ヶ島への更なる誘客化 

本市北西沖に位置する無人島の友ヶ島は、 を連想させる雰囲

気を持つと言われることもあり、入島者数が２０１５年で５８，７１８人だったものが、２０１７

年には８６，３２９人となるなど、近年、市内で唯一観光客数が飛躍的に増加している。 

また、加太エリアにおいては、葛城修験道、砲台跡、神社などの歴史・文化、鯛などの食

といった様々な魅力が凝縮されており、その周辺部にはテニスやサーフィンに親しめる、つ

つじが丘テニスコートや海水浴場などがあり、更には絶景が続くサイクリングロードがあ

る。 
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砲台跡の歴史遺産を修復するなど友ヶ島の魅力を高めるとともに、更なる誘客を図るた

め、民間事業者が実施する音声ＡＲによるガイドや関連イベントに合わせた調査を行い、

友ヶ島に新たな魅力を付加するなど来島者の満足度の向上につながる活用方法の可能

性を探るとともに、スポーツ環境の魅力を更に高めるため、スポーツ総合公園の検討や、

大阪府や淡路島などと連携したサイクリングロードの拠点整備や周知啓発などの魅力化プ

ロジェクトを実施する。 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：606,396 千円 

 

② 社会面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

４．７ 指標：高校生の市内就職率 

現在（2017 年度）： 

83.9% 

2021 年： 

91.3% 

 

１１．２ 指標：市内公共交通機関の年間輸送人数 

現在（2017 年度）： 

29,521 千人 

2021 年： 

30,460 千人 

 

１１．７ 指標：高齢者が住み慣れた地域で充実した生活を送れていると思

っている市民の割合（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

57.1％ 

2021 年： 

58.5% 

 １２．８ 指標：ボランティア登録団体数 

現在（2017 年度）： 

381 団体 

2021 年： 

392 団体 

 

１２．８ 指標：地域住民によるまちづくり活動やふれあい活動に対する市民

満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

7.5% 

2021 年： 

16.4% 

 

①－１ 東京大学の常駐型研究拠点「加太分室地域ラボ」の設置及び加太まちづくり株式

会社との連携 

地域に設置された常駐型研究室の「地域ラボ」を拠点に、更なる持続可能なプロジェクト
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を推進するとともに、空き家の実態調査を行い、その空き家を活用した起業促進等を通じ

て、起業者の集うエリアとし、人の繋がりによる活性化を図る。 

また、昨今の観光者数の増加を受け、移住希望者の問合せが増えつつあるが、不動産

事業者や相談窓口が存在しないことにより、移住希望者が住宅の確保を含む生活の立上

げに苦慮しているため、地域の信認を得た「まちづくり会社」を核とした、移住希望者受入

の支援体制を確立し、更なる潜在的な移住希望者の移住を実現するため、地域体験事業

や地域の生活情報などの発信、お試し居住環境の整備などを進める。 

 

①－２ 漁村エリアにおける空き家を活用した地域交流拠点の形成 

アマルフィに似た景観や、鮮魚の船上からの直接販売等で注目される一方、少子高齢

化率や空き家率の高さといった面で加太地区と同様の課題を抱えている漁村の雑賀崎地

区において、民間活力を導入し、空き家の地域交流拠点化を図り、民主導の持続可能な

地域づくりを推進する。 

 

①－３ まちなかにおける学生と地域の連携拠点の整備 

まちなかに、地域と学生を繋げるプラットフォーム機能を持たせた地域連携拠点を整備

し、地域・ＮＰＯ・学生等の地域貢献に取り組む多様な主体の連携・交流を促進することで、

地域の活性化を図る。 

 

①－４ ローカルスマート交通の構築 

自転車活用を推進するための計画策定やシェアサイクルを推進し、環境に良く、健康的

な移動手段である自転車で移動する人々の増加を目指すほか、デマンドタクシーの実施

や地域コミュニティバスへの支援により交通不便地域におけるモビリティの確保を図る。ま

た、本市に適したＬＲＴ等の新交通システムの導入可能性についても調査・研究を進める。 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：161,953 千円 
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③ 環境面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

６．３ 指標：海・山・川などの豊かな自然環境に対する市民満足度（市政

世論調査） 

現在（2017 年度）： 

60.7% 

 

2021 年： 

61% 

 １１．４ 指標： まちなみの美しさに対する市民満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

26.7% 

2021 年： 

28% 

 

１４．２ 指標：漁獲量 

現在（2017 年度）： 

532.5t 

2021 年： 

532.5t（現状維持） 

 

①－１ 持続可能な海づくりのための森づくり 

「鯛の一本釣り」は、品質の高さから市場価値を高めるだけでなく、水産資源の有限性に

配慮したエシカルな漁法と言える。加太の漁業従事者はこの「サステナブルシーフード」に

特段の配慮をしており、稚魚をリリースするなど採りすぎない漁業を心掛けるとともに海底

耕耘などの水産資源の涵養を実施している。また、海は山(森林)の恩恵を受けていること

から、漁業関係者を含む加太まちづくり株式会社が中心となって、海を育てるために、上流

の山間部において、アジサイの植樹、受光間伐などの森林整備や子供達への間伐教室な

どを開催し、持続可能な海づくりのための森づくりの取組を進めている。更に、都市圏から

の漂着ごみが深刻な問題となっており、それらを解決するため、漁業関係者などが定期的

に清掃活動を行っている。和歌山市の加太地域におけるこの「一本釣り」のエシカルでサ

ステナブルな漁法を国内外にＰＲするとともに、これらの活動の継続のための仕組みづくり

を行い、地域の魅力向上につなげていく。 

 

①－２ 豊かな河川環境保全への取組 

和歌山市は御三家のひとつ、紀州徳川家の城下町として発展し、和歌山城はまちのシ

ンボルであり、かつて和歌山城の外堀であった市堀川は、当時の町割にそって形成され、

現在も変わらずに存在する歴史的な地域資源である。現在は分断されている「かわ」と「ま

ち」であるが、それぞれをつなげるため、市堀川周辺における水辺利活用の有用性を、地

域の合意形成を図りつつ検証するなど、官民が連携したまちづくりを目指している。 

また、和歌山市内川美化推進会、内川をきれいにする会と連携し、内川美化活動を推進
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するとともに、吉野川・紀の川というひとつの川で結ばれた流域の奈良県と和歌山県の１４

の自治体は、２００４年１１月に吉野川・紀の川協議会を結成し、連携して啓発活動等によ

り流域の豊かな水環境の保全や創出に努めるなど、豊かな河川環境保全への取組を進め

ている。 

 

①－３ 住民組織と連携した歴史遺産の次世代への継承 

和歌の浦は、万葉の歌聖・山部赤人に「わかの浦に 潮満ちくれば潟を無み 芦辺をさし

て 鶴鳴きわたる」とうたわれた和歌の聖地で、１３００年の歴史が織り成す景観を有し、２０

１７年に日本遺産に認定された。古くから受け継がれてきたこれらの豊かな歴史的景観や

地域に息づく歴史文化を守り、育て、継承し、さらに個性豊かな地域づくりへとつなげていく

ため、歴史文化の情報発信や地域文化資源の維持・向上について、地域住民と連携する

など、「歴史まちづくり」に取り組む。 

 

①－４ ローカルスマート交通の構築（再掲） 

 ※社会面の取組の再掲のため、内容は割愛 

 

 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：96,610 千円 

 ※ローカルスマート交通の構築に係る事業費については社会面の取組でのみ計上 
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（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

 

（統合的取組の事業名） 

産官学民連携による持続可能な海社会の構築 

 

（取組概要） 

１．友ヶ島活用グランドデザインの策定 

明治時代につくられた要塞跡などが、 を連想させる雰囲気を

持つとして、近年、観光客が増加している本市北西沖に位置する無人島「友ヶ島」は、要塞

跡以外にも、修験道の開祖である役行者が法華経二十八品を埋納したといわれる葛城修

験の起点として位置付けられるなど、非日常を味わう空間として非常に高いポテンシャル

を持っている。 

これまで、行政が中心となりその活用策を検討してきたが、現時点においては、そのポ

テンシャルを十分に活用できているとは言えない状況にある。文化・芸術面における活用

など、これまであまり検討されてこなかった活用策も含めて、観光客にとっても地元住民に

とっても魅力的な空間となるよう、民間企業と連携し事業性・収益性を含めた検討を行いグ

ランドデザインを策定する。 

 

２．東京大学と連携した持続可能な海社会の実現 

友ヶ島を有し近年観光客が増加傾向にある本市の加太地区においては、これまで、「鯛

の一本釣り」という環境や資源に配慮した漁法が代々受け継がれてきた。その歴史的背景

を生かし先導的な取組に高めるため、東京大学の生産技術研究所や加太まちづくり株式

会社等と連携し、海底の状況など自然環境保全型漁業の高次元化や海洋生態系工学の

専門家による漂着ごみなどを対象とした海洋環境の改善に資する調査など、更なる持続

的な水産資源の涵養に向けて必要な調査研究を行うとともに、研究成果として洗い出され

た事業の実施に取り組む。 

 

３．SDGｓに関する教育と人材の育成 

本市では、２０１８度において、堺市（大阪府）・徳島市（徳島県）・神戸市（兵庫県）及び

甲南大学（神戸市）・朝日新聞社と連携し、それぞれの都市の高校生を参加者としてＳＤＧ

ｓをテーマとしたワークショップを開催し、その様子を新聞紙上で紹介する取組を実施した。 

この取組を継続しつつ、今後は、「海の環境」や「空き家の利活用」といったＳＤＧｓにつな

がるより具体的なテーマを設定した中高生向けのワークショップ等にも取り組む。 
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４．社会的投資に結び付けるための仕組みづくり 

社会的課題を民間資金を活用し官民連携により解決するＳＩＢ手法について、本市が持

つ課題をモチーフにして、調査・研究を行い、和歌山市に適した手法の検討に取り組む。 

 

５．産官学の連携強化のための仕組みづくり 

東京大学の生産技術研究所の分室が設置されている加太地区では、同研究所と地元

住民等で構成する加太まちづくり株式会社との連携体制が構築され、更なる発展的な事

業に取り組む機運が高まっている。 

そこで、本エリアを、環境や移動など、様々な社会的課題の解決策について実験的にチ

ャレンジできる場所としていくために、必要な検討を行うとともに、地域住民をはじめとする

より多くの主体を巻き込むための機運醸成に努める。また、本市の職員を加太分室に派遣

し、協働した研究の実施や学会発表等を行うことで、オープンイノベーションを創出し、また

人材育成に繋げるなど、新しい形の官学連携を目指す。 

 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：58,772 千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

「１ 友ヶ島活用グランドデザインの策定」では、大阪市内から１時間余りで行ける無人島

「友ヶ島」を観光客だけでなく和歌山市民も非日常を味わえる空間として、お金を払ってで

も行きたい場所として磨きをかけることで、経済的な効果をもたらすとともに、その経済効

果は、同島が含まれる加太地域への若者定着にもつながり、人口減少・高齢化といった社

会的課題の解決にも寄与する。また、磨きをかけるに当たっては、自然環境の保全・充実

にもつながるようにしていく。 

「２ 東京大学と連携した持続可能な海社会の実現」では、環境に配慮した漁業の高次

元化を図ることにより、経済・環境両面に寄与するとともに、漁業の生産性向上により、漁

業の担い手不足という社会的な課題の解決にも効果を発揮する。 

「３ ＳＤＧｓに関する教育と人材育成」では、ＳＤＧｓに関する理解者・実践者を育成する

こととなり、教育を通じて得た知識や経験により、将来的に経済・社会・環境のいずれの面

にも配慮した行動を実行できる人材を輩出する。 

「４ 社会的投資に結び付けるための仕組みづくり」では、環境をはじめとする様々な社

会的課題を、経済活動の中で解決できるよう、そのための仕組みづくりを行おうとするもの

であり、経済・社会・環境の３側面に直結していくものである。 

「５ 産官学の連携強化のための仕組みづくり」では、民間企業や大学等が、自身の持

つ新技術や研究成果等により社会的な課題を解決できるよう、行政や地元住民による協
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力体制を構築し実証実験の場の提供等を行おうとするものであり、経済・社会・環境のい

ずれの側面にも効果を発揮するものである。 

 

（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

（経済→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：海・山・川などの豊かな自然環境に対する市民満足度（市

政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

60.7% 

2021 年： 

61% 

指標： まちなみの美しさに対する市民満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

26.7% 

2021 年： 

28% 

指標：漁獲量 

現在（2017 年度）： 

532.5t 

2021 年： 

532.5t（現状維持） 

 

「東京大学と連携した持続可能な海社会の実現」の取組（「鯛の一本釣り」等）により、経

済面における特産品である鯛をはじめとした海産物のブランドイメージが向上し市場価値

を上昇させる効果が期待できるとともに、「鯛の一本釣り」漁法などのエシカルでサスティナ

ブルな取組のモデルとして他の地域へも横展開させることで、環境面でも多くの地域にお

ける海の持続可能性を高めることができる。 

 

 

（環境→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：市内総生産 

現在（2015 年度）： 

16,875 億円 

2021 年： 

16,875 億円（現状維持） 

指標：サービス産業の労働生産性 

現在（2016 年度）： 

413 万円／人 

（全国平均は 499 万円／人） 

2021 年： 

全国平均を目指す 
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指標：創業件数 

現在（2017 年度）： 

114 件 

2021 年： 

2021 年度までの３年間で 

累計 204 件 

指標：観光消費額 

現在（2017 年度）： 

46,407 百万円 

2021 年： 

51,077 百万円 

指標：年間宿泊客数 

現在（2017 年度）： 

839 千人泊 

2021 年： 

1,050 千人泊 

指標：リノベーション実事業化物件数（累計） 

現在（2017 年度末時点）： 

17 件 

2021 年： 

25 件 

指標：まちなか居住人口の比率 

現在（2017 年度末時点）： 

8.8% 

2021 年： 

9.1% 

 

「東京大学と連携した持続可能な海社会の実現」の取組により、環境面で稚魚の乱獲を

防止することから海の持続可能性を高めるとともに、経済面でも付加価値の高い商品とし

て扱われることとなり、市場価値の上昇や観光客の増加による地域経済の活性化が期待

できる。 

 

（３－２－２）経済⇔社会 

 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：高校生の市内就職率 

現在（2017 年度）： 

83.9% 

2021 年： 

91.3% 

指標：市内公共交通機関の年間輸送人数 

現在（2017 年度）： 

29,521 千人 

2021 年： 

30,460 千人 

指標：高齢者が住み慣れた地域で充実した生活を送れていると

思っている市民の割合（市政世論調査） 
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現在（2017 年度）： 

57.1％ 

2021 年： 

58.5% 

 

「産官学の連携強化のための仕組みづくり」の活用により、経済面で大学等の専門家か

ら学術的なアドバイスを受けることなどで、社会課題解決に資するビジネスのアイデアを構

築する可能性が飛躍的に高まるだけでなく、多様な立場の者が集う場が地域に存在するこ

とで、社会面でも良好なコミュニティの形成や地域における人材育成の役割を担う効果が

期待できる。 

 

 

（社会→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：市内総生産 

現在（2015 年度）： 

16,875 億円 

2021 年： 

16,875 億円（現状維持） 

指標：サービス産業の労働生産性 

現在（2016 年度）： 

413 万円／人 

（全国平均は 499 万円／人） 

2021 年： 

全国平均を目指す 

指標：創業件数 

現在（2017 年度）： 

114 件 

2021 年度までの３年間で 

累計 204 件 

指標：観光消費額 

現在（2017 年度）： 

46,407 百万円 

2021 年： 

51,077 百万円 

指標：年間宿泊客数 

現在（2017 年度）： 

839 千人泊 

2021 年： 

1,050 千人泊 

指標：リノベーション実事業化物件数（累計） 

現在（2017 年度末時点）： 

17 件 

2021 年： 

25 件 

指標：まちなか居住人口の比率 



32 
 

現在（2017 年度末時点）： 

8.8% 

2021 年： 

9.1% 

 

「産官学の連携強化のための仕組みづくり」の活用により、社会面で地域における顔の

見える関係性づくりが進み、良好なコミュニティが形成できるだけでなく、経済面でも、多様

な立場の者が、それぞれの専門性や視点を生かした議論等を実施することで、地域の課

題解決につながるビジネスチャンスの創出が期待できる。 

 

 

（３－２－３）社会⇔環境 

 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：海・山・川などの豊かな自然環境に対する市民満足度（市

政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

60.7% 

2021 年： 

61% 

指標： まちなみの美しさに対する市民満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

26.7% 

2021 年： 

28% 

指標：漁獲量 

現在（2017 年度）： 

532.5t 

2021 年： 

532.5t（現状維持） 

 

「SDGｓに関する教育と人材の育成」の取組により、社会面において SDGｓの視点から質

の高い人材育成ができるとともに、海の環境などをテーマに設定することで環境面でも、環

境意識の高い人材が育ち、結果として地域における良好な環境づくりを推進できる。 

 

 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：高校生の市内就職率 

現在（2017 年度）： 

83.9% 

2021 年： 

91.3% 



33 
 

指標：市内公共交通機関の年間輸送人数 

現在（2017 年度）： 

29,521 千人 

2021 年： 

30,460 千人 

指標：高齢者が住み慣れた地域で充実した生活を送れていると

思っている市民の割合（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

57.1％ 

2021 年： 

58.5% 

指標：ボランティア登録団体数 

現在（2017 年度）： 

381 団体 

2021 年： 

392 団体 

指標：地域住民によるまちづくり活動やふれあい活動に対する

市民満足度（市政世論調査） 

現在（2017 年度）： 

7.5% 

2021 年： 

16.4% 

 

「SDGｓに関する教育と人材の育成」の取組により、環境面では、海の環境などをテーマ

として取り扱うことで、環境意識の高い人材が育ち、持続可能な環境づくりが進展するとと

もに、社会面でも SDGｓの視点から質の高い人材育成が可能となる。 

 

 

（４）多様なステークホルダーとの連携 

 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

東京大学生産技術研究

所 

魅力的なまちなみなどを生かした地域活性化を図るため、

駐在型研究拠点である「東京大学 生産技術研究所 加太

分室地域ラボ（東京大学地域ラボ加太）」を加太地域で設

置し、空き家問題などの地域課題の解決や産品・まちづくり

に対する「デザイン」による魅力向上などの研究、本市の学

生との交流や地域内外への情報発信など、持続的な海社

会の実現に向けて連携協力を推進していく。 

加太まちづくり株式会社 友ヶ島をはじめとする地域の観光資源の活用や、持続的な

海社会の実現に向けて地域のまちづくり会社である加太ま

ちづくり株式会社と連携して、鯛をはじめとする地域資源の

活用イベント開催などの取組を進める。 
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都市再生推進法人 地域のまちづくり活動やまちなかの遊休不動産のリノベー

ション等について、都市再生推進法人と連携し、空き家・空

き店舗の解消や魅力的なコンテンツの開発に向けて協力

するなど、官民協働まちづくりを推進していく。 
 

（５）自律的好循環 

（事業スキーム） 

まちなかエリアにおいてはこれまでの取組により、まちづくりの主体となる民間事業者等

のプレイヤーが一定程度育ってきており、将来的な事業の自走化を見据えつつ、引き続き

市が支援することで取組を進めていく。 

加太地区においては、東京大学生産技術研究所加太分室と地元、市が連携し、同大学

に対して研究フィールドを提供するとともに研究成果の還元を受けながら、環境保全型漁

業等に向けた取組を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（将来的な自走に向けた取組） 

リノベーションまちづくりを推進する過程で組織されたまちづくり会社はもちろんのこと、Ｓ

ＩＢの視点からの人材育成等に取り組むことによって、将来にわたってパブリックマインドを

持ちつつ稼ぐまちづくりを推進できる民間プレイヤーの育成を図り、自立した地域経済の構

築を実現する。 

 

 

市中心部（まちなか） 郊外部（加太地区） 

市 

民間事業者 

支援 

市 

東京 

大学 

地域 

住民 
連携 

相乗効果 

和歌山市行政評価委員会において取組全体の検証を行い、検証を行い、 

PDCAサイクルを回していく。 
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（６）資金スキーム 

（総事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：923,731 千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2019 年度  442,396 78,734 13,710 43,446 578,286 

2020 年度 119,500 49,545 16,750 7,663 193,458 

2021 年度 44,500 33,674 66,150 7,663 151,987 

計 606,396 161,953 96,610 58,772 923,731 

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 
活用予定 

年度 

活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生推進交付金（内閣府） 2019 92,222 

まちなかにおける学生と地域の連

携拠点の整備や、東京大学との連

携事業等に活用予定。（申請済） 

地方創生推進交付金（内閣府） 2020 139,129 

まちなかの水辺空間の活用、友ヶ

島桟橋整備等に活用予定。 

（申請済） 

地方創生推進交付金（内閣府） 2021 3,000 
広域連携によるサイクリングの推進

に活用予定。（申請済） 

社会資本整備総合交付金 

（国交省） 
2019 399,290 

まちなかエリアの憩いの空間の創

出、フリンジ駐車場の整備等に関す

る事業に活用予定。 

社会資本整備総合交付金 

（国交省） 
2020 25,.000 

新交通システムの導入調査、歴史

的風致の維持及び向上に関する事

業に活用予定。 

社会資本整備総合交付金 

（国交省） 
2021 64,600 

歴史的風致の維持及び向上に関す

る事業に活用予定。 

 

（民間投資等） 

ＳＩＢ等による民間資金による課題解決の仕組みづくりについて検討し、社会的な意義を

持つ取組を進めるに当たって、志のある民間資金の流入を図り、本市の多様なプロジェク

トにおける民間資金を中心とした新たな資金の流れの形成を目指す。 
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（７）スケジュール 

 

 取組名 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

統
合 

友ヶ島活用グランドデ

ザインの策定 

・民間企業と連携し事業性・収益性を含めた検討 

・シンポジウムの開催 

・ワークショップの開催 

・有識者を交えた進

捗管理 

 

・有識者を交えた進

捗管理 

 

 

東京大学と連携した持

続可能な海社会の実現 

 

・東京大学生産技術研究所及び加太まちづくり株式会社と連

携し、海底の状況など自然環境保全型漁業の高次元化に向

けて必要な検討を行う。 

・海底調査の実施 

・調査研究の継続実

施 

・持続可能な漁業の

あり方についての

検討 

 

SDGｓに関する教育と

人材の育成 

・SDGｓにつながるより具体的な人材育成テーマの検討 

・学生とのワークショップ等の実施 

・学生とのワークショ

ップ等の実施 

・学生とのワークショ

ップ等の実施 

 

社会的投資に結び付け

るための仕組みづくり 

・社会的課題を民間資金を活用し官民連携により解決する

SIB 手法についての検討 

・案件組成に向けた

職員の能力開発 

・実証実験に向けた

案件の検討 

 

産官学の連携強化のた

めの仕組みづくり 

・環境や移動など、様々な社会的課題の解決策について実験

的にチャレンジできる場所としていくための検討 

・和歌山市と大学との人材交流の実施 

・オープンイノベーシ

ョンを創出するため

の仕組みづくり 

・実証実験に向けた

案件の検討 
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経
済 

公共施設の再編整備な

どによるまちなかの拠

点整備 

・まちなかにおける水辺の賑わい創出のための滞在時間の延

長や回遊性の向上の検討 

・パーク PFI を活用した本町公園及び京橋親水公園の整備 

・公共空間における

民間主導のエリア

マネジメントの実施 

・公共空間における

民間主導のエリア

マネジメントの実施 

 

公共交通事業者の地

域活性化の取組 

・トレジャーハンティングの実施 

・リノベーションスクールの実施 

・講演会の開催 

・リノベーションスク

ールの実施 

・講演会の開催 

・リノベーションスク

ールの実施 

・講演会の開催 

 

友ヶ島への更なる誘客

化 

・新たな魅力を付加するなど、来島者の満足度向上につなが

る活用方法の可能性検討 

・スポーツ公園の総合公園化の検討 

・広域サイクリングロードの拠点整備 

・検討結果を踏まえ

改善に向けた取組

の実施 

・サイクリングロード

の周知啓発 

・実証実験に向けた

調整等の実施 

・サイクリングの魅

力化プロジェクト実

施 

社
会 

東京大学の常駐型研

究拠点「加太分室地域

ラボ」の設置及び加太

まちづくり株式会社との

連携 

・加太エリアでの空き家を活用した起業促進策等の検討 

・まちづくり会社を核とした移住定住促進の取組の検討 

・まちづくり会社を核

とした移住定住促

進の取組の実施 

・まちづくり会社を核

とした移住定住促

進の取組の実施 

 

漁村エリアにおける空

き家を活用した地域交

流拠点の形成 

・民間活力を導入した空き家の地域交流拠点化に向けた事業

者の募集 

・アマルフィ市との連携の推進 

・多様な人の交流を

促進する仕組みづ

くり 

・アマルフィ市との人

材交流の実施 

・交流拠点機能の強

化 

・アマルフィ市との人

材交流の強化 
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まちなかにおける学生

と地域の連携拠点の整

備 

・まちなかに、地域と学生を繋げるプラットフォーム機能を持た

せた地域連携拠点の形成 

・多様な人の交流を

促進する仕組みづ

くり 

・プラットフォーム機

能の強化 

 

ローカルスマート交通

の構築 

・自転車活用推進計画の策定 

・シェアサイクリング事業の実施事業者募集 

・新交通システムの導入可能性についての検討 

・交通不便地域にお

ける効果的なモビ

リティのあり方の検

討 

・検討結果を踏まえ

た改善の取組の実

施 

環
境 

持続可能な海づくりの

ための森づくり 

・持続可能な海づくりのための森づくりの実施 ・海づくりのための新

たな仕組みづくりの

実施 

・海づくりのための

新たな仕組みづくり

の実施 

 

豊かな河川環境保全へ

の取組 

・まちなか河川の水質向上に向けた機運づくり 

・吉野川・紀の川流域協議会１５周年事業の実施 

・（仮称）流域ビジョ

ン策定に向けた検

討 

・（仮称）流域ビジョ

ンの策定 

 

住民組織と連携した歴

史遺産の次世代への

継承 

・地域住民と連携した歴史まちづくりの検討 

・日本遺産和歌の浦の PR の実施 

・和歌祭４００周年に

向けた PR と機運

の醸成 

・和歌祭４００周年に

向けた PR と機運

の醸成 



2019 年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式２） 

事業名：産官学民連携による持続可能な海社会の構築 提案者名：和歌山市 

取組内容の概要 

今あるもの、進めていることなどを生かして、その価値を更に高める（＝リノベーション）ことにより、持続可能な社会づくりの確立を図る。 

特に、本市が推進するコンパクトシティを実現するため、地域核のモデルとなる漁村エリア「加太」と中心核の「まちなか」の両方の活性化を目指す。 

経済 

●友ヶ島活用グランドデザインの策定

●東京大学と連携した持続可能な海社会の実現

●ＳＤＧｓに関する教育と人材の育成

●社会的投資に結び付けるための仕組みづくり

●産官学の連携強化のための仕組みづくり

〇リノベーションまちづくりの推進 

〇公共施設の再編整備などによるまちなかの拠点整備 

〇公共交通事業者の地域活性化の取組 

〇友ヶ島への更なる誘客化 

〇東京大学の常駐型研究拠点「加太分室地域ラボ」の設置

及び加太まちづくり株式会社との連携 

〇漁村エリアにおける空き家を活用した地域交流拠点の形成 

〇まちなかにおける学生と地域の連携拠点の整備 

〇ローカルスマート交通の構築 

〇持続可能な海づくりのための森づくり 

〇豊かな河川環境保全への取組 

〇住民組織と連携した歴史遺産の次世代への継承 

〇ローカルスマート交通の構築（再掲） 

社会 

環境 

＜三側面をつなぐ取組＞ 

「●産官学の連携強化のための仕組みづくり」

良好なコミュニティの形成・地域における人材の育成 

ビジネスチャンスの創出 

課題：サービス産業の低い労働生産性 etc. 
課題：コミュニティの希薄化 etc. 

課題：豊かな環境の未来への継承 etc. 




